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児童自立生活援助事業所Ⅰ型（自立援助ホーム）の質の向上について 

 

 

「児童福祉法の一部を改正する法律」（令和４年法律第 66 号。以下「改正法」と

いう。）の施行に伴い、令和６年度より児童自立生活援助事業の一律の年齢制限等

の弾力化により対象の拡大を行ったところである。 

今般、児童自立生活援助事業所Ⅰ型（以下「自立援助ホーム」という。）が増加す

る中で、児童等が安定して自立を目指すことのできる環境の整備を行うためには、

児童自立生活援助事業の質の向上を図り、児童自立生活援助の実施を希望する対象

者（以下「対象者」という。）が質の担保されている自立援助ホームによる支援を受

けられることが極めて重要であることから、関係機関等と連携の上、下記について

対応されたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規

定に基づく技術的助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．自立援助ホームにおける第三者評価の積極的な受審について 

自立援助ホームの第三者評価については、児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚

生省令第 11 号）により、自らその提供する児童自立生活援助の質の評価（以下

「自己評価」という。）を行うとともに、定期的に外部の者による評価（以下「第

三者評価」という。）を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図るよう

努めなければならないと規定されている。 

自己評価及び第三者評価は、自立援助ホームが事業運営における問題点を把握

し、質の向上を図ることを目的として実施するものである一方、第三者評価を受

審している自立援助ホームは一部に留まっており、質の向上や事業の透明性を図

る観点から３年に１回以上、自立援助ホームが第三者評価を受審されるよう努め

られたい。 

なお、第三者評価の受審費用については、児童福祉法による児童入所施設措置

費等国庫負担金の第三者評価受審費加算を算定することができることとしてい



 
  

ることから、積極的に活用されたい。 

 

２．第三者評価を受審している自立援助ホームの公表について 

対象者が安定して自立を目指すためには、第三者評価を積極的に受審し事業の

質の向上を図っている自立援助ホームから支援を受けられることができるよう

にすることは極めて重要である。 

このため、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」と

いう。）におかれては、各自立援助ホームの第三者評価の受審状況などを明確に

するため、ホームページ等を活用し公表されたい。 

なお、こども家庭庁のホームページにおいても、第三者評価を積極的に受審し

ている自立援助ホームや都道府県等からの委託実績が豊富な自立援助ホーム等

について掲載する予定であり、詳細については追って連絡する。 

 

３．「社会的養護経験者等への支援に関するガイドライン」の適切な運用について 

「「社会的養護経験者等への支援に関するガイドライン」について」（令和６年

３月 30 日付こ支家第 186 号こども家庭庁支援局長通知）において、児童自立生

活援助の利用の開始については、 

・ 改正法において社会的養護自立支援拠点事業が創設されたことに伴い、同

事業において児童自立生活援助の利用に関する最初の相談や申込みを受け

付けられるようにすることも望ましいが、同事業が自治体内において未整備

の場合は、引き続き児童相談所が窓口としての役割を果たすことが考えられ

る。いずれにせよ、本人の最善の利益や権利擁護の観点などから、児童自立

生活援助の利用調整を行う際には、児童相談所が自立援助ホームと連携して、

あらかじめ本人の意見聴取等を行うべきであり、それに加えて、相談に来た

者や本人の支援者等から、本人の状況や意向等をよく聞き取った上で、支援

方針について検討することが必要である。 

こととされており、対象者に児童自立生活援助を実施するにあたっては、本人に

とって最善の支援が受けられるよう、改めて本ガイドラインの適切な運用に努め

ていただきたい。 


